
財　務　比　率　表　（ 法 人 全 体 ）

分　類 比　　　　率

繰 越 収 支 差 額 (j)

負 債 ＋ 純 資 産 (e)+(m)

基 本 金 (i)

基 本 金 要 組 入 額 (i)+(k)

固 定 資 産 (a)

純 資 産 (m)

固 定 資 産 (a)

純資産＋固定負債 (m)+(f)

流 動 資 産 (b)

流 動 負 債 (g)

現 金 預 金 (c)

前 受 金 (h)

総 負 債 (e)

総 資 産 (d)

総 負 債 － 前 受 金 (e)-(h)

総 資 産 (d)

純 資 産 (m)

基 本 金 要 組 入 額 (i)+(k)

人 件 費 (ｴ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

教 育 研 究 経 費 (ｵ)

事 業 活 動 支 出 (ｹ)

管 理 経 費 (ｶ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

事 業 活 動 支 出 (ｹ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

事 業 活 動 支 出 (ｹ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

寄 付 金 (ｲ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

補 助 金 (ｳ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

基 本 金 組 入 額 (ｷ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)
※　(3) 貸借対照表の「(a)～(k),(m)」及び、(2) 事業活動収支の状況の「(ｱ)～(ｹ)」により計算。小数点第１位（小数点第２位を四捨五入）まで記入。
※　新会計基準における各科目は、以下（旧会計基準）のとおり読み替えて作成しています。
　　【読替】　純資産→自己資金　負債＋純資産→総資金　繰越収支差額→消費収支差額　事業活動支出→消費支出　事業活動収入→帰属収入

70.1%

12.2%

10.3%

-16.3%

38.1%

45.5%

11.6%

91.4%

130.3%

149.1%

179.2%

35.1%

10.9%

68.2%

令和３年度

-26.3%

95.8%

85.0%

78.9%

5.1% 5.2% 12.8%

-4.4% -4.0% -4.6%

77.3% 76.3% 72.0%

13.9% 6.5% 10.9%

97.8% 97.3% 94.1%

126.5% 127.5% 130.7%

28.9% 26.3% 24.3%

10.0% 16.4% 24.9%

59.2% 55.0% 45.6%

22.8% 24.5% 31.0%

7.4% 7.6% 7.8%

79.9% 78.3%

86.8% 75.9% 73.9%

92.7%

63.7% 70.6% 71.5%

基 本 金 組 入 率
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事 業 活 動 支 出 比 率

経 常 経 費 依 存 率

学生生徒等納付金比率

寄 付 金 比 率

基 本 金 実 質 組 入 率

人 件 費 比 率

教育研究経費構成比率

管 理 経 費 比 率

流 動 比 率

前 受 金 保 有 率

総 負 債 比 率

負 債 率

繰越収支差額構成比率

補 助 金 比 率

基 本 金 比 率

固 定 比 率

固 定 長 期 適 合 率

算 式 （ × １ ０ ０ ）

区　　　　　　　　　　分
令和４年度

-27.7%

92.9%

92.3%

81.2%

145.7%

166.4%

令和元年度 令和２年度

-40.8% -30.3% -25.6%

97.3% 99.0% 98.0%

192.6% 171.1%

181.3% 231.1% 191.3%

161.8%

平成３０年度

37.7%

12.9%

-12.3%

64.3%

43.1%

46.1%

7.9%

94.8%

132.0%

71.8%

9.3%

13.4%


